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情報公開文書 

作成日：2026 年 1 月 11 日 第 1.0 版 

1. 研究の名称 

研究課題名：京都大学医学部附属病院におけるミトコンドリア糖尿病の診療実態調査 

 

2. 倫理審査と許可 

本研究は、京都大学大学院医学研究科・医学部及び医学部附属病院 医の倫理審査委員会の審査を受け、研

究機関の長の実施許可を得て実施しています。 

 

3. 研究機関の名称・研究責任者の氏名 

研究実施機関：京都大学医学部附属病院 

研究責任者：村上 隆亮（京都大学大学院医学研究科 糖尿病・内分泌・栄養内科学 助教） 

 

4. 研究の目的・意義 

本研究は、当院におけるミトコンドリア糖尿病の診療記録を用いて、臨床像、合併症、検査の実施状況、治

療内容および経過の実態を後方視的に調査し、診療実態を把握することを目的とします。 

本研究により、本疾患の診療実態が明確化され、診断および合併症評価の適正化、治療選択の最適化に資す

る知見が得られることが期待されます。 

 

5. 研究実施期間 

研究機関の長の実施許可日から 2026 年 3 月 31 日まで。 

 

6. 対象となる試料・情報の取得期間 

2011 年 4 月 1 日から 2025年 11 月 30 日の間に、京都大学医学部附属病院 糖尿病・内分泌・栄養内科を受

診し、ミトコンドリア糖尿病と診断された、または臨床的に強く疑われた 18 歳以上の患者さんの診療情

報。 

 

7. 試料・情報の利用目的・利用方法 

本研究は既存資料を用いる後方視的観察研究です。 

通常診療で取得済みの診療情報を抽出し、研究用 ID を付与して氏名や患者 ID 等の直接識別子を削除したデ

ータで解析します。 

研究用 ID と氏名や患者 ID 等を対応させる連結表は分離して保管し、研究責任者の管理下で適切に管理しま

す。 

本研究のために新たな検査、処置、来院は行いません。 

本研究で収集した情報を他の研究機関へ提供する予定はありません。 

 

8. 利用または提供する試料・情報の項目 

・年齢、性別、身長、体重、BMI 

・既往歴、合併症、家族歴 

・血糖、HbA1c 等の糖代謝指標 

・C ペプチド、自己抗体等（診療で実施されている場合） 

・乳酸、ピルビン酸等（診療で実施されている場合） 

・遺伝学的検査結果（診療で実施されている場合） 

・処方情報（経口血糖降下薬、インスリン等） 

・検査所見（聴力検査、心電図、心エコー、頭部 MRI 等、診療で実施されている場合） 

 

9. 利用または提供を開始する予定日 

研究機関の長の実施許可日以降。 

 

10. 当該研究を実施する全ての共同研究機関の名称および研究責任者の職名・氏名 

本研究は京都大学医学部附属病院単独で実施し、共同研究機関はありません。 

 

11. 試料・情報の管理について責任を有する者 
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村上 隆亮（京都大学大学院医学研究科 糖尿病・内分泌・栄養内科学 助教） 

 

12. 利用の停止とその方法 

ご自身の診療情報を本研究に利用されたくない場合は、下記の問い合わせ先までご連絡ください。 

お申し出があった場合、当該患者さんの情報は研究に利用しません。 

ご連絡の際は、氏名、診察券番号、拒否される研究の名称をお知らせください。 

お申し出により診療上の不利益を受けることはありません。 

 

13. 研究に関する資料の入手または閲覧の方法 

研究計画書等の閲覧を希望される場合は、下記の問い合わせ先までご連絡ください。 

他の研究対象者等の個人情報保護および研究の適正な実施に支障がない範囲で対応します。 

 

14. 研究資金・利益相反 

研究資金：公益社団法人日本糖尿病協会「研究・教育基金」2025 年度研究助成 

企業等からの資金提供や物品提供はありません。日本糖尿病協会の理事を務める者が本研究に参加していま

す。 

利益相反については、京都大学利益相反ポリシー、京都大学利益相反マネジメント規程に従い、京都大学臨

床研究利益相反審査委員会において適切に審査しています。 

 

15. 研究対象者等からの求めや相談等への対応 

1）研究課題ごとの相談窓口 

京都大学医学部附属病院 糖尿病・内分泌・栄養内科 

担当：磯貝 暢希 

電話：075-751-3111（平日 9:00～17:00） 

 

2）京都大学の相談窓口 

京都大学医学部附属病院 臨床研究相談窓口 

電話：075-751-4748 

電子メール：ctsodan@kuhp.kyoto-u.ac.jp 

 

16. 外国にある者に対して試料・情報を提供する場合 

本研究では外国にある機関または者に対して情報を提供する予定はありません。 

 


